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私は電気学会など推薦をいただき、日本学術会議の会員を二期務めさせていただいた。産業界の技術者とし
ては、まことに光栄で、滅多に得られない機会をいただいたと感謝している。この貴重な経験をお伝えするの
も会員の努めであると考え、筆を執ることとした。
日本学術会議と言っても馴染みのない方が多いのではないだろうか。私自身も会員になるまでは、どんな働

きをしているのか全く知らなかった。現に日本学術会議の会員になった時に、ある先輩から日本学士院会員と
混同されて戸惑ったことがあった程である。
日本学術会議は、わが国の科学者を代表し、政府に対して勧告したり、国民に科学を浸透させることを目的

とした政府の特別機関である。数多くの勧告、要望、声明などが出され、また、海外の学術機関と提携して国
際活動も行っている。会員は各分野毎に学協会が候補者を推薦し、210 名が選出される。会員の大部分は大
学の教授（多くは名誉教授）であり、産業界からの出身者は２、３名に過ぎない。私達は会員の中の少数派で
あり、異分子的な存在である。
実は、この日本学術会議は先般の行政改革の際、その在り方を総合科学技術会議で検討することとなり、目

下審議中である。
わが国においては、国民の科学に対する知識が貧困で、科学的判断を必要とする時も、感情的、情緒的な感

覚や政治的、政策的な判断が優先して処理される場合が多いように感じられる。ジャーナリズムも科学的根拠
に乏しく、時には誤った記事が掲載されることもある。永年親しまれた科学雑誌も次第に姿を消している。小
中学生の理科離れがこれに拍車をかけているように思われる。調査機関のデータによれば、先進諸国に比して
わが国の科学への関心が乏しいことが明らかである。現在、景気浮揚策や雇用問題、地球温暖化問題や 21世
紀のエネルギー対策など、幅広い分野において、科学的解明が必要とされ、国民はその行動指針を求めている。
第 17 期日本学術会議の吉川弘之会長 ( 第 18 期も会長 ) は、学術はそのような社会の求める行動規範の根

拠を提供することが重要と強調され、社会的仕組みの根底に潜む本質を探究し、科学的立場から解析、評価す
る開かれた学術を構築すべきと言っている。日本学術会議のもう一つの特長は人文科学、社会科学から自然科
学に至る広範な科学者を擁していることである。海外の学術機関は、例えばアメリカの全米科学アカデミーや
イギリスの王立協会は自然科学中心のアカデミーである。社会の複雑な問題は、自然科学から人文科学、社会
科学を含む総合的な立場からの解答が求められている。日本学術会議はその点でも社会の行動規範の根拠を提
供するのに適しい学術機関といえる。
こうした課題に対し、日本学術会議が科学的視点から、その知見をタイムリーに提示するならば、国民は判

断し行動する根拠を得ることができ、同時に日本学術会議の認知が深まり、学術に対する理解も醸成されると
思われる。
いま、わが国では新産業の創出を目指して科学技術を振興し、世界の発展に貢献すべく「科学技術創造立国」

を標榜し、研究開発に多額の資金が投入されている。そのような「科学技術創造立国」を創り上げるためには、
何をおいてもその基礎である科学への理解を高め、学術が尊敬されるようにならなければならない。そのため
には教育をはじめ、様々な施策が必要とされるが、学術が果たす役割もまた重要である。これからの日本学術
会議の活動に一層の期待が寄せられる所以である。

Tsuneo　Mitsui






